 



様式第２号（第２条関係）
　　　第　　　　　　　号
　　年　　　月　　　日


安来市長　様


一般社団法人名
　代表者名　　



社会福祉連携推進法人　　　　　　　の認定について（協議）

　このことについて、社会福祉法第１２５条の規定に基づき、社会福祉連携推進法人
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　の認定について別紙のとおり協議します。
















社会福祉連携推進法人認定協議書

	法　人　の　名　称
	

	法　人　番　号
	

	設立代表者
	住　所
	

	
	氏　名
	

	主たる事務所の所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　  電話

	従たる事務所の所在地
	

	実施する業務の内容
※該当するものに〇を付すこと
	地域福祉連携推進業務
	その他業務

	
	地域福祉支援業務
	災害時支援業務
	経営支援業務
	貸付業務
	人材確保等業務
	物資等供給業務
	

	
	
	
	
	
	
	
	



１　一般社団法人の役員の状況

	職　名
	氏    名
	生年月日
	住        所

	代表理事
	
	 
	

	理　事
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	〃
	
	 
	

	
	
	
	

	〃
	
	
	



２　社会福祉連携推進法人認定当初の役員就任予定者の状況

	職　名
	氏    名
	生年月日
	住        所
	資     格
	
	他の法人の理事長への就任状況

	代表理事
	
	 
	
	
	
	

	
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	

	
	
	 
	
	
	
	

	〃
	
	 
	
	
	
	



３　社会福祉連携推進法人設立当初の社会福祉連携推進評議会の構成員就任予定者の状況

	氏    名
	生年月日
	住        所
	資格
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	



４　会計監査人設置予定の状況

（１）会計監査人設置予定の有無　　　（　 有　　無 　）
（２）会計監査人就任予定者の資格　　（　公認会計士　　監査法人　）
（３）会計監査人就任予定者の氏名（法人名）及び住所（所在地）

	氏名・法人名
	住所・所在地

	
	



５　社会福祉連携推進法人設立当初の社員

	法人名称
	法人格の種別
	代表者氏名
	主たる事務所の所在地

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



５　会費等

	入会金
	会費（月額・年額）
	その他

	
	
	



６　社会福祉連係推進法人設立当初の資産（別途帰属する財産の財産目録添付のこと）
　（１）基本財産
　　　　　現　　金　　　　　　　　　　　 円
　　　　　預　　金　　　　　　　　　　　 円
　　　　　有価証券　　　　　　　　　　　 円
　　　　　土　　地　　　　筆　　　　　㎡（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　建　　物　　　　棟　　　　　㎡（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　（２）その他財産
　　　　　現　　金　　　　　　　　　　　 円
　　　　　預　　金　　　　　　　　　　　 円

７　添付書類
　　　目録、社会福祉連携推進法人設立趣意書、設立協議法人の定款（写し）、社会福祉連携推進方針、法人設立当初の役員、社会福祉連携評議会の構成員の履歴書、誓約書、就任承諾書、社会福祉法第１２７条各号に規定する認定基準のいずれにも適合することを証する書類、同法第１２８条各号に規定する欠格事由のいずれにも適合することを証する書類、認定申請を行う会計年度及びその次の会計年度における事業計画書及びこれに伴う収支予算書、認定申請に必要な事項を議題とし決議した社員総会の議事録（写し）、予定定款、設立当初の財産目録
貸付業務を行う場合は、以下に掲げる書類を加える。
貸付事前合意書、貸付対象社員における貸付金の使途に関する事業計画、貸付原資提供社員と連携推進法人との間の金銭消費貸借契約書案、連携推進法人と貸付対象社員との間の金銭消費貸借契約書案、連携推進法人において当該貸付けを行うことにつき意思決定を行った際の理事会及び社員総会の議事録、貸付原資提供社員において当該貸付けを行うことにつき意思決定を行った際の理事会及び評議員会の議事録、貸付対象社員において当該貸付けを受けることにつき意思決定を行った際の理事会及び評議員会の議事録

※注意事項
（１）協議書は、該当する箇所のみ作成し、非該当の箇所は省略すること。
（２）「実施する業務の内容」欄は、該当する項目に○印を付し、必要事項を記入すること。　
（３）添付書類のうち、重複する書類は省略することができる。
